
















































【目的】

　地域保健法施行、母子保健法改正及び児童福祉法の改正に伴い我が国の母子保健活動は

大きく変わろうとしている。平成 9年 4月 1日より従来都道府県、政令市及び特別区が行

っていた母子保健事業が市町村へ委譲されることに伴い、厚生省では特別区を含む市町村

へ市町村母子保健計画を策定することを要請した。それより以前に母子保健計画を市町村

レベルで策定することになるとの見方はあったものの正式に母子保健課通知があったのは

平成 8年 5月 1日であったので策定期間も限られ、策定のための予算化もできていない場

合もあり、老人保健福祉計画と異なりコンサルタント会社に委託する市町村は極めて少な

かった。しかし、これが逆に市町村毎に極めて多彩な策定状況を生み、従ってそれぞれに

特徴のある計画書となって現れている。21 世紀の母子保健活動のあり方を考える際には

望ましい母子保健計画のあり方を検討することは大変重要である。そこで本研究では母子

保健計画のアウトプットである母子保健計画書を分析することとした。

　市町村母子保健計画のアウトプットである母子保健計画書を分析するために、まちまち

な構成をとっており、分量もさまざまな計画書を客観的に評価することを目指して、評価

表を作成した。それを用いて市町村母子保健計画書を詳細に分析し、市町村母子保健計画

が望ましいと考えられた条件をどの程度有しているかを判定した。また、今後の母子保健

計画の策定及び改訂に役立つ資料を提供することも本研究の目的とした。


